様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年 3月 4日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）きやのんいめーじんぐしすてむずかぶしきがいしゃ
           一般事業主の氏名又は名称　キヤノンイメージングシステムズ株式会社
（ふりがな）ひろき しげる
                        　  （法人の場合）代表者の氏名  　廣木　茂  　　印
住所　　　〒950-0911 新潟県新潟市中央区
笹口１丁目２番地プラーカ２　４階
法人番号　2110001003807　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進の取り組み

	公表日
	2023年　12月　26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ビジョン　
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc01

	記載内容抜粋
	ビジョン
独創的な技術で新たな価値を協創し、ソフトウェアを介して人々の生活の豊かさに貢献する」という基本方針のもと、高品質なソフトウェア開発を提供しています。
そのために社内業務IT化としてワークフロー化、強固な情報セキュリティ対策、人材育成など幅広く積極的にデジタル化を進めています。
また新潟という地方の特性を活かしたDX推進として、国内・海外とのリモート業務化、テレワーク勤務常態化、開発プロセスの一元管理、クラウド活用を取り入れています。
今後は、これまでのソフトウェア開発で培った技術力とノウハウを活かして、内外に存在するDX推進のビジネスチャンスを掘り起こし、ニーズにマッチした新規事業化を積極的に推進していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・2023年12月15日取締役会にて「キヤノンイメージングシステムズDX戦略」改訂版を承認のもと、上記記載を開示している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進の取り組み

	公表日
	2023年　12月　26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	⓪ DX事業戦略　
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc02
1 DXによる社内業務 生産性向上
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc03
2 DXによる生産性向上と品質向上
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc05

	記載内容抜粋
	· ⓪ DX事業戦略
· 既存事業
· ・高品質受託開発
· 社内業務の取り組み
· DXによる社内業務生産性向上
進化・施策
· DXを担うプロフェッショナル人材育成
· DXを担う高付加価値技術者育成の拡充
· リスキリング教育による人材活用
環境整備
· DXによる生産性向上と品質向上
· 自動化、仮想化を活用した生産性向上と
品質向上による効率的な開発体制の創出
新規事業
DX推進を活かした新規事業の戦略的拡大

1  DXによる社内業務 生産性向上
業務見直しと、DXによる業務のスリム化/効率化
業務改善をバランスよく進め、社内業務のスリム化と省力化を推進
2  DXによる生産性向上と品質向上
自動化、仮想化を活用した生産性向上と品質向上に
よる効率的な開発体制の創出


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・2023年12月15日取締役会にて「キヤノンイメージングシステムズDX戦略」改訂版を承認のもと、上記記載を開示している。


　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	DX推進体制
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc07

DXを担うプロフェッショナル人材の育成
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc04


	記載内容抜粋
	DX推進体制
当社では代表取締役社長を実務執行責任者とし、経営企画室にてDX推進戦略の実行状況の総括を行い、情報セキュリティ委員会ではセキュリティ監査を定期的に実施しています
2023年7月からDX推進と構造改革を加速するための新組織として「NDP推進室」を新設しました（New Development Process）
NDP推進室では開発プロセスにAIを用いた新しい手法を導入することを検討し、得られた知見を全社横断的に展開することで、業務生産性を向上させることを目的としています

DXを担うプロフェッショナル人材育成
人材開発体系
　・新入社員から管理職まで階層別に体系化された
研修カリキュラム（技術·ビジネス）
　・プロジェクトや事業を担うトップレベルの
高度IT人材育成
　・全社員へのDXリテラシーカリキュラムの実施
DXを担う高付加価値技術者育成の拡充
リスキリング教育による人材活用
　・非技術者/再雇用者をソフトウェア開発・評価者と
してのデジタル人材に登用



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	DXによる生産性向上と品質向上
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc03

	記載内容抜粋
	自動化、仮想化を活用した生産性向上と品質向上による効率的な開発体制の創出
AI技術活用による生産性向上
ソフトウェア開発支援と品質向上のためのAI環境の構築（仕様分析、コード／テスト生成、ドキュメント生成）
リソース計画自動化、各種社内文章生成·要約、問い合わせ業務自動化、案件予測·診断
社内AIセキュリティ整備
国内外パートナーとのリモート開発環境
クラウド活用した開発環境インフラ構築　利用



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進の取り組み


	公表日
	2023年　12月　26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	DX事業戦略　「新規事業」内の4行目
https://imgsys.canon/ja/company/digital-transformation.html#link-anc06

	記載内容抜粋
	戦略の達成状況の指標：新規受注率増と開発工数削減とする
補足：四半期ごとの定期評価を実施し、推進状況を経営戦略会議にて報告
なお数値に関しては非公開としている



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年　12月　26日

	発信方法
	経営者 DX推進メッセージとして2023年12月度版を掲載
URL　https://imgsys.canon/ja/company/dx-message/202312.html

	発信内容
	経営者DX推進メッセージ
2023年12月
2022年2月に公表した当社のDX推進の取り組みについて、これまでの活動内容と成果を基に今後の戦略施策を改訂いたしました。
当社主力事業であるソフトウェア開発においては、設計・コード生成・統合・試験の自動化、パートナー企業との協業におけるリモート開発環境の刷新・イントラネットのシェアサービスによるノウハウ・効率化事例の共有により生産性の向上を推し進めました。その結果、ソフトウェア開発にかかる総工数を3年間で87％まで削減することができました。
並行して業務の効率化・スリム化を進め、各種申請システム・工数管理システム・経理システム等のさらなるDX化により、全社員の間接業務が毎年5%削減しています。
またDXシステム開発ビジネスの拡大により3年間で受注額が約2倍になり、多くのお客様に当社の技術とサービスを提供することができました。
当社のDX推進の成果は確実にあらわれていますが、今後も高付加価値人材育成と最新技術の習得により新しい事業と価値を創出し、お客様に対して「ITの浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」ように取り組んで参ります




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023 年　12月頃　～　継続実施中

	実施内容
	DX推進指標による自己分析を実施。
自己診断フォーマットにて提出します。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年～毎年実施

	実施内容
	当社ではキヤノングループ全体で取り組むためのマネジメント体制に準じて「リスクマネジメント委員会」と情報セキュリティ委員会」を設置している。
情報セキュリティ対策として「内部からの情報漏えい対策」「外部からのサイバー攻撃対策」、従業員の意識向上に向けた情報セキュリティ教育」を実施している。
主な取り組み
・リスクマネジメント委員会への報告体制
・情報セキュリティルールの遵守
・キヤノングループ内情報セキュリティ監査の実施
・情報漏洩対策（アクセス制限、社外持ち出し管理など）
・情報セキュリティ教育（研修、標的型攻撃メール対応訓練など）

外部監査については、キヤノングループ全体取り組んでいる「グループ情報セキュリティルール」に則り、キヤノン株式会社 情報通信システム本部から「情報セキュリティ監査」を2019年以降毎年実施している
（補足）監査実施状況詳細は「DX認定制度　申請チェックシート」に記載しています


（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

